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１．　はじめに（家計金融資産の状況と
NISA の利用状況）

　私からは「これまでとこれからの金融教育」
ということで、金融教育の取り組みについて
紹介する。
　はじめに自己紹介をする。冒頭で紹介いた
だいたとおり、直近の 2 年間は金融庁で金融
経済教育などの担当をしていた。この 7 月か
ら、東京都へ出向となった。引き続き、東京
都で都民の金融リテラシー向上に取り組もう
としている。そのほか、官民連携ファンドの
担当もしている。東京都の取り組みについて
も紹介したい。ちなみに今日の資料は東京都
のカラー（緑）を基調とさせていただいた。
　前置きはこれぐらいにして、はじめに、冒
頭のセッションでもいくつかあったが、家計
金融資産の状況と NISA の利用状況につい
て、まず振り返りをしたい。
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　資料 4 頁をご覧いただきたい。 2 つのグラ
フのうち、右側のグラフに「日本の家計金融
資産の構成割合」が示されている。左側のグ
ラフが2021年末時点の「我が国の家計の金融
資産の推移」である。また、グラフにはして
いないが、直近の2022年 6 月末の速報値を表
で出している。
　現預金の割合は多少増えているが、投資信
託、株式のパーセンテージは少し減っている。
この後、説明するが、つみたて NISA は口座
数、買付額はかなり伸びている。それに比し
ての割合が低下しているというのは先ほどの
野尻さんの紹介にあった高齢者による現金化
が成立するかもしれないと思っている。
　資料 5 頁は2000年から2021年までで金融資
産が何倍になっているかを表している。
　資料 6 頁は、つみたて NISA の口座数と買
付額の推移を載せている。棒グラフの右端が
2021年12月末時点の数字で、グラフとは別に
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2022年 3 月末時点の数字を四角で囲んで載せ
ている。さらに11月 4 日に金融庁から2022年
6 月末時点の数字が公表されていたので、口
頭で説明する。
　左側のグラフの口座数は 6 月末時点でさら
に増え、639万口座となっている。 3 月末が
587万で、50万強増え、 9 ％ぐらいの増加が
あることになる。
　右側の棒グラフの、つみたて NISA 買付額
で、2022年 6 月末の速報値でさらに増え、 2
兆円を突破して 2 兆1,056億円である。2022
年 3 月末の数字よりも、さらに3,000億円ほ
ど増えている。伸び率も16％～17％ぐらいと
なっている。
　資料 7 頁の「つみたて NISA」と「一般
NISA」の口座数を年代別に比較したもので
ある。これは 3 月末時点、 6 月末時点関係が
ないのでこのまま紹介させていただく。左側
の「つみたて NISA」は20代、30代、40代の
方を合わせて約70％である。それに対し「一
般 NISA」のほうは逆で、50代以上の方が約
7 割となっており、非常に対照的な結果が出
ている。
　資料 8 頁は「つみたて NISA Meetup」に
ついてである。これは特に若い方たちに向け、

「つみたて NISA」について知ってもらおう
ということで、金融庁では「つみたて NISA 
Meetup」、通称つみップという意見交換会を
開催した。
　また、信託協会にも協力をいただき、若い
人たちに集まっていただき、投資について考
えていこうという、「104（トウシ）コンソー
シアム」という集まりがある。その104コン
ソーシアムとコラボしたイベントも開催して
いる。
　いろいろな方からきいた話の中で、「つみ

たて NISA」という名前も知っているし、最
近いろいろなところで言われているので関心
はあるが、どうして良いか分からない。いざ
口座をつくってみようと思っても、資料 9 頁
にあるように「一般口座」「特定口座」と言
われ、もう分からなくて挫折したという意見
が結構あった。金融庁としては、一から始め
るときにはどういうことに注意していったら
いいのか、この言葉はどういう意味なのか。

「信託報酬」も一般の方には何のことか分か
らない。それはこういう手数料でという解説
する動画をつくった。資料のキャラクターは、
理由は特にないが、右側が秀吉で、左側がね
ねさんという、二人で掛け合いながらやるス
タイルの動画となっている。
　ここまでが家計金融資産の状況と NISA の
利用状況ということで、ここからはわが国の
金融経済教育はどのように取り組まれてきた
かをざっと説明させていただく。

２．　これまでの金融経済教育

　資料11頁をご覧いただきたい。現在の金融
経済教育の進め方、考え方の大きな枠組みは
2013年ごろにつくられた。金融庁の中に金融
経済教育研究会が立ち上がり、そこでの報告
書の中で最低限身に付けるべき金融リテラシ
ーを設定し、その後、その中に金融経済教育
推進会議を立ち上げた。事務局は日本銀行の
中にある金融広報中央委員会で、金融庁、消
費者庁、文部科学省という関係省庁のほか、
金融関係の各協会にも参画いただき、それぞ
れの進め方を報告し合ったり、今後の進め方
を共有している。
　2014年には「最低限身に付けるべき金融リ
テラシー」を年齢層別とテーマ別にさらに具
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体化した金融リテラシー・マップをつくった。
この後、紹介するが、金融広報中央委員会で
は2016年から 3 年に 1 度、18歳以上の個人を
対象に一般の方々の金融リテラシーの現状把
握のためをアンケート調査を行っている。
　資料12頁が「最低限身に付けるべき金融リ
テラシーの 4 分野・15項目」であるが、金融
教育は投資教育、つまり投資をさせるための
教育だろうと誤解されることが今でも結構多
い。決してそのようなことではないわけで、
資料をご覧いただければと思う。
　基本としては家計管理であったり、自分の
ライフプランを先々のことを考えプランニン
グする。その上で、どういったお金が必要な
のか。自分はどのように生きていきたいのか
考えていく。家計管理と生活設計が一番の基
本にある。
　その中で、住宅ローンなら、いつどのよう
に借りるか。保険でリスクに備えることも当
然ある。それだけではなく、それと並ぶもの
として、どういう金融商品を、というと難し
いが、お金をどうやって増やしていくか。資
産形成も考えてもらいたいと考えている。
　もちろん、一人で完璧に使いこなすことは
なかなか難しいと思うので、外部の知見を有
効に活用していくこともぜひ考えてもらいた
い。
　資料13～14頁に、細かいが金融リテラシー・
マップとは具体的にどういうものかという概
要版を載せている。今お話しした家計管理、
生活設計、金融知識及び金融経済事情の理解
と適切な金融商品の利用選択、外部の知見の
適切な活用という項目ごと、小学生から高齢
者までの年齢層別にマッピングしている。
　ポイントは、これ自体がポイントなので、
どこも大事ではあるが、例えば小学生、お金

とはどういうものかから始まり、ニーズとウ
ォンツとよく言われるが、計画的にお金の使
い方を考えていくことを身近なところから始
めていく。
　よく誤解されるように、投資しよう、投資
しようというようなことはどこにも書いてい
ない。むしろ、自分で理解できないものにつ
いては投資をしないと書いている。また、ト
ラブルに遭ったときにどういうところに相談
するかを知っておこうということ。高齢の方
向けには生活の安定のために保険や資産形成
を含め、ご自身でどのように配慮していくか、
そういうことを理解していこうということ。
　金融広報中央員会による 3 回目の金融リテ
ラシーについてのアンケート調査が今年行わ
れて公表され、資料15頁はその概要であり、
この表は OECD 調査参加国のうち上位10カ
国の結果を比較したものである。この中で日
本は 8 番目になっている。どこと比べるとか、
何位だったらいいのかについてはこだわるつ
もりはないが、表の黄色の列が日本のスコア
だが、「インフレ」「分散投資」「お金への注意」
といった赤丸がついている項目、それから「長
期計画の策定」、これらの項目が苦手分野と
なっている。「複利」「インフレ」が苦手とい
うのは、これまでの調査でも明らかになって
いる。その辺りを苦手とする人が多いことは
変わらない。

３．　これからの金融経済教育

　資料17頁をご覧いただきたい。これからど
ういうことをしていくか。最近、高校生の金
融教育の授業が拡充したが、報道では「投資
教育が必修化」などと言われている。注目さ
れるのは良いことだが、一つの大きな変化と
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しては、2022年 4 月から成年年齢が18歳に引
き下がった。契約ができるということは、裏
を返せば、契約をしてしまったら、これまで
のようには取り消せないということで、契約
の効果もそうだし、お金のことを社会に出る
前に知っておく必要性が、これまで以上に強
く認識されているのかと思う。
　資料18頁をご覧いただきたい。高校の家庭
科の新学習指導要領の解説の抜粋を載せてい
る。オレンジでハイライトしたところだけで
もご覧いただきたい。ここも投資について教
えよう、投資をしようということは書いてい
ない。あくまでも生涯を見通した生活におけ
る経済というか、お金の計画を立てることを
考えようということ。その中で教育、住宅、
老後という人生の三大資金といわれているこ
とのほかにどんなリスクがあるかも考えてい
き、ここからが一番のポイントだと思うが、
預貯金、民間保険、株式、債券、投資信託な
ど、主立った金融商品の特徴とそのメリット、
デメリットを一通り理解することを挙げてい
る。その中で、全体としての資産形成を考え
ていこうということが書いてある。
　資料19頁は「金融庁・財務局における金融
リテラシー関連の取組み」ということで、金
融庁の動き、地方は財務局で行っていること
を参考までに並べている。一番分かりやすい
ことでは、職員がいろいろな学校に出向き、
出張授業をしている。高校の学習指導要領の
改訂を受け、最近では○○県の高校の家庭科
の先生の集まりというか、そういう方たち向
けの研修の機会も増えていると聞いている。
金融庁では高校生を教える先生にも使ってい
ただけるような指導教材として動画をつくっ
た。あとは子ども向けに、親御さんを含め、
子どものうちから関心を持ってもらえるとい

うことで「うんこドリル」とコラボした教材
をつくっている。
　資料20頁が、その高校向けの指導教材の目
的・目次であり、先ほどのリテラシー・マッ
プなど学習指導要領に入っているようなこと
を一通り具体的に並べている。大事なので、
講座の目的も抜粋で載せている。こちらのス
ライド集と動画にしたものは両方公開してい
るので、参考までに QR コードを付けている。
　資料21頁は先ほど紹介した「うんこドリル」
とのコラボした資料の紹介である。
　資料22頁は、年齢層がもう少し上の大学生
と新社会人向けのｅラーニング講座の紹介で
ある。内容は高校生向けとコンテンツはだい
たい一緒であるが、もう少し詳しい、難しい
内容まで踏み込んだものになっている。こち
らの表にはそれぞれの分野とテーマ、対応す
る講師担当団体が書いてある。いろいろな団
体から知恵をいただきながらつくったもの
が、この「マネビタ」という授業動画になる。
　ここまでが国の取り組みであり、これ以降
は私が今やっている東京都の取り組みについ
てお話しさせていただく。
　資料23頁をご覧いただきたい。開催期間と
しては終わってしまったが、「東京・サステ
ナブル・ファイナンス・ウィーク」というも
のを開催した。この中で「若者向け」「一般
向け」「金融機関向け」と書いてあるが、そ
れぞれの方向けにオンラインでセミナー・イ
ベントを開催している。「金融機関向け」の
コンテンツは、金融庁長官の講演、東京都知
事の挨拶の他、海外からいろいろな有識者の
方々からメッセージをいただいた。そしてサ
ステナブルファイナンスについて、最前線の
方々に語っていただいた。また、若い方向け
のイベントは全 3 回開催予定となっている
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が、第 1 回若者向け金融セミナーではアイド
ルグループの AKB48のメンバーで FP（フ
ィナンシャル・プランナー）の資格を持って
いる武藤十夢さんの司会で行った。
　高校生など若い方が社会に出るまでに必要
なことを知っていただくことはすごく大事だ
と思っている。また、学校を卒業してしまっ
た人たちがいかにこういう知識にアクセスで
きるか。自分で興味があれば、この時代なの
で調べればいろいろなものが出てくるわけだ
が、最初に興味、きっかけを持ってもらう。
必ずしもお金や経済に興味がなくても最初、
目に留まることが非常に大事かと思っている。
　そうした中で、東京都に来て感じるのは、
非常に巨大な組織であることである。東京都
は職員が何万人もいて、一つの国のように大
きなところで、例えば国で言えば中小企業庁
のような組織があり、その中で企業の経営者
向けであったり、従業員向けの研修やセミナ
ーを行っている。また、比較的若い世代であ
る、20代、30代の一般の方向けに子育てと仕
事を両立させていくための制度であったりお
金の仕組みなどを紹介するような情報発信や
セミナーをやっている。
　そういう中で 1 コマでも 2 コマでも、こう
いうお金の話をさせていただく時間をもらえ
ると、それまでは関心があまりなかった人に
も、少しでも関心を持ってもらえるのではと
思う。関心を持ってもらえば、各自でいろい
ろ調べてもらう。そういうところにつながっ
ていくことが大事かと思っている。いろいろ

な部署の人たち、周りの力も借りながら、取
組みを進めていけないかと考えている。
　野尻さんからも話があった、シニアのこれ
から退職金をもらう方、もらった方に対して、
介護のことなどの話もしているので、そうい
う人たちとも一緒にできないか。今、そんな
ことを考えているところである。
　資料24頁をご覧いただきたい。年末までに

「資産所得倍増プラン」が策定されるが、 6
月にまとめられた「グランドデザイン及び実
行計画」、あるいは「経済財政運営と改革の
基本方針2022」（骨太の方針）で取り上げら
れている。「グランドデザイン及び実行計画」
も骨太の方針も、金融リテラシー向上にも取
り組んでいくことがきちんと書かれている。
学校向けの教育もすごく大事だが、それだけ
でなく、一般の方向けにどうやって最初の一
歩の知識を届けていくことの取り組みが重要
になると思っている。
　国としてもいろいろなことを考えていると
思うが、東京都としてできること、比較的現
場が近い、いろいろなツールがある、また知
名度が抜群に違う。金融庁は金融関係の方な
ら皆さん知っているが、一般の方には「金融
庁、知らない」と言われることが結構ある。
東京都というと知らない人はいない。好感度
がすごく高く、企業も東京都と組めるのなら
ぜひやりたいと言ってくれる。せっかくなの
で、東京都ならではのできることがあるので
はないかと考えている。

（なかむら・かおり）



信託経済コンファレンス　これまでとこれからの金融経済教育―　　―82 信託293号 2023.2

【コメントと回答】

（コメント）安田洋祐氏
　資料をご覧いた
だきたい。まず、
最初に全体に対し
ての感想である。
説明の中で金融教
育のターゲット層
をどこに設定する
か。そのターゲッ
トごとに、どうい
ったアプローチでリテラシーを教えていく
か、そして、その目的が重要であるという話
は非常に納得できた。資料の中で取り上げら
れていた金融教育のコンテンツとして、例え
ば「うんこドリル」があったが、これは子ど
もに人気のコンテンツである。そして、若者
に知られている人気漫画、アニメ『東京卍リ
ベンジャーズ』のキャラクターを使ってみた
り、そういった一昔前の役所ではやらなかっ
たような試みを積極的にターゲットに合わせ
てアプローチし、実践していくのはすばらし
いと感じた。
　途中の話で印象に残っているのは、金融教
育ということで表面的に投資であるとか金融
に近いものを教えていくのではなくライフプ
ラン、人生設計の一つとして金融教育を教え
ていく。この有効性については、子どもたち
に対してもそうかもしれないが、大人も含め、
何となく日本人全般に向いているのではない
か、という印象を個人的に持っている。
　すごく弱い証拠だが、ロンドン・ビジネ
ス・スクールのリンダ・グラットンさんが

『LIFE SHIFT』という本を東洋経済新報社
が出している。その前の『WORK SHIFT』

もかなり売れたが、日本では特にその続編で
ある『LIFE SHIFT』が売れているようであ
る。人生計画をどう立てるかというトピック
は、お金や金融が嫌われがちの日本において
も非常に多くの人に刺さるアプローチではな
いか。そういった人生設計の中で、お金に関
してどういった形の設計をしていくかという
内容を入れ込むかというアプローチは適切で
はないかと思う。
　次に簡単な質問が二つある。一つ目は、冒
頭紹介のあった「つみたて NISA」の推移の
グラフについてで、直近 1 ～ 2 年、特に2021
年以降に口座数と買付額が共に急激に増えて
いるように見える。その理由は何なのか。施
策ごとの効果のようなものが分かっていれば
教えていただきたい。
　また、今日の話の中では、いま進めている、
ある意味、いち押しの取り組みや過去に成功
した事例が書かれている。そうではなく、実
際にこういった試みをして失敗してしまった
とか、これは庁内でも検討されてボツになっ
たとか、そういった失敗例があったらぜひ聞
きたい。
　二つ目だが、金融リテラシーと投資、資産
形成との因果関係のようなものにも関心があ
る。われわれはリテラシーが上がると、それ
により投資というものが有意義と理解され、
行動変容につながると思っているし、そうい
った効果もある程度あると信じているが、逆
もあるのではないか。実際に投資を始めると
関心が湧いてきて、よりリテラシーを知りた
くなる、勉強したくなる。行動が先にあり、
そこからリテラシーという因果である。もち
ろん、この二つは相関しているものだが、リ
テラシーから投資なのか、投資からリテラシ
ーなのか。その因果関係、言い換えると原因
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と結果について、何かしら識別できるデータ、
あるいはそこまで精緻なものでなくても個人
的な感想等があれば伺いたいのが二つ目の質
問になる。
　最後、③のアイデアで、実は今年度の研究
会でいくつか貯蓄から投資を促す、特に若者
の投資行動を促せるような私案のようなもの
を、研究会を通じてお話しさせていただいた。
それを、このコンファレンスで改めてかいつ
まんで紹介したい。
　議論したアイデアは 2 種類ある。一つは、
ある種の元本保証を付けるというものだ。例
えば「つみたて NISA」で言うと、これは絶
対これでなくてはいけないというものではな
く一つのアイデアだが、例えば初年度の損失
を政府が条件付きで補てんしてはどうか。こ
れは個々の金融機関ではなく、政府が政策と
して行うものである。「つみたて NISA」の
場合、もちろん途中で解約すると後の税制優
遇等はできなくなるが、解約する自由はある。
だから解約せずに積立を20年以上続ける。そ
ういった場合には初年度に発生した損失を補
てんする。一方で、期間内に解約した場合に
は補てんしない、あるいは部分的にしか補て
んしないというやり方の条件付き元本保証で
ある。
　この狙いは何かというと、日本の多くの家
計は元本割れに関して強い忌避の傾向があ
る。これを部分的ではあるが軽減してあげ
る。最初の 1 年目については元本割れを心配
する必要は一切ない。プラス条件付きにして
おくことで、例えば 1 年目20万円分つみた
て NISA を積み立て、運が悪く15万に目減り
してしまった。つみたて NISA を続けていけ
ば損失の 5 万円分を最終的には補填してもら
える一方で、途中で解約してしまうと、その

5 万円分の損失が部分的にしか補てんされな
い、あるいは状況によっては全額自己負担に
なる。そういった形の制度にしておくと解約
自体の減少にもつながるのではないかという
アイデアで、これが1個目の条件付き元本保
証である。
　二つ目は投資信託ローンである。中村さん
の報告だけでなく、一人目の野尻さんの報告
でも指摘されていたように、とりわけ日本の
大きい問題は、リスクに対し、ある程度強い
若者が、元手である資金を持っていないこと。
一方で、高齢層には金融資産がかなりたまっ
ているが、そもそもリスクに対し、あまり強
い態度を取ることは難しい。放っておいても
高齢層は安全資産傾向になる。若年層は、本
来は株式等のリスク資産に投資できる、それ
だけのリスク態度を持っているはずだが、元
手はない。これが一番大きく、かつ乗り越え
るのが難しいジレンマだと思われる。資産所
得倍増を実際に実現しようと思ったら、実現
可能性はどの程度かはさておき、手っ取り早
いのは高齢層のお金を若年層に回し、ある意
味、借金をして投資信託を組む、投資をする
ということではないか。
　一見すると荒唐無稽のアイデアのような気
がするが、一つ見つけた関連書として『ライ
フサイクル投資術』がある。著者はアメリカ
の経済学者イアン・エアーズとバリー・ネイ
ルバフという人気教授たちだが、彼らがほぼ
同じようなアイデアを提案していた。ただ、
注釈を付けておくと、ローンを組み「若者よ、
投資をせよ！」と言っているわけではなく、
現実のローン商品は金利が高いので、そんな
ことをやっても恐らく損をするだろうと指摘
している。彼らはその代わりに、できるだけ
リスク性の高い資産形成を若いうちにするた
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めの方策を、本書の中では提案している。
　私の提案としては、ローン金利が高いと借
金をして投資信託等に投資するのはペイしな
いが、十分に金利さえ下がってくれれば余っ
ている高齢層の現預金を若年層に回して資産
投資に回すことは十分可能ではないか。そう
いった思いきった政策をやらない限りは根本
的なジレンマ状況は解消されないのではない
か。このような問題提起も含め、やや過激な
提案をさせていただいた。研究会の中で、多
数のコメントを寄せてくれた委員の先生方に
改めて感謝したい。

（回答）中村香織氏
　2021年以降、「つみたて NISA」の口座数、
買付額が増えている要因について質問いただ
いた。公式にこういう理由だという答えがあ
るわけではないが、よく言われていることは、
コロナ禍で一つはおうち時間が増えている。
特に若い方は増えた。仕事も含め、今後のこ
とを考える時間ができた。そこで将来のため
に資産を考えていくことも大事という方が増
えたと、よく言われている。そういうところ
は一定程度あるのかと考えている。

　二つ目の金融リテラシーと投資の因果関係
については、統計でお示しできるものはない
が、金融教育をやっている方々と意見交換す
る中で聞いているのは、一通りいろいろなこ
とを調べてみて投資を始める方が今のところ
は多いと思う。投資を始めてみると、これも
よく言われることだが、株価とか最近の円安
もそうだが経済、金融に関心を持ち、また調
べるようになるということで、リテラシーが
すごく上がるポイントという意味では、投資
を始めるほうを原因として考える方が現実と

しては高いのかもしれないというのが感想で
ある。
　私がいつも申し上げているのは、投資はも
ちろんリスクもあるが、全部分かりきってか
らでないと投資を始めてはいけないというの
も若干違うかと思っている。住宅ローンとか
生命保険とか、全ての仕組みを完璧に分かっ
てみんな入っているかというと、そんなこと
はないと思う。どういう商品で、どんなリス
クがあり、どんなメリットがあってというの
が何となく分かり、投資の中にはリスクが比
較的少ないもの、高いもの、いろいろあるが、
住宅ローン、保険も同様であるが契約をして
いる。それで激しく困っている人はそんなに
いない。中にはいると思うが、だいたいの方
はうまくやっていて、当たり前のものになっ
ている。リテラシーが上がらないと投資を始
められない状況にならないほうが、ある意味
でいいのかと思っている。

【質疑応答】
（戸村肇氏）
　金融教育の中で金融商品にかかる手数料の
仕組みや NISA、DC（確定拠出年金）など
の制度面の説明は、結構時間が取られるトピ
ックスなのか。

（回答）中村香織氏
　ゼロから説明しようとすると、時間がもの
すごくかかる。いただいた時間や年齢層で、
どういうところに重きを置くかをその都度考
えてやっている。投資の仕組みに特化した授
業やセミナーの場合は比較的網羅的に話がで
きるが、高校生向けの金融教育で家計管理と
かライフプランから始めてとなると、NISA、
DC（確定拠出年金）については「そんなも
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のもあります」ぐらいが限界である。

（質問）
　今日のご報告は、行政としては必要としつ
つ身に付けてもらいたいという内発動機への
働きかけが中心と理解したが、いかがか。

（回答）中村香織氏
　内発動機というか、実際に授業をしたり、
教材の中で書いていることがまさに必要な身
に付けてもらいたいことの全てである。
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